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東海地震に備えた小型レスキューロボットの検討 
A Survey on Trends of Rescue Robots for Tokai Earthquake. 
見崎 大悟☆ 
Daigo Misaki 
Abstract: Japan is an earthquake-prone country. Tokai Earthquake of magnitude 8 is predicted in wide Pacific 
Ocean side in Japan. Our University is located in center of this area. The rescue robots of different types are 
proposed, to searching for survivors quickly in the collapsed buildings. However, we can come to conclusions, 
that many of the proposed rescue robots are not so easy to manufacture, they are not movable or mobile enough 
to server in broad area such as disaster area of Tokai earthquake, and also they are too large and expensive. 
Considering all problems, we develop the micro rescue robots which matched the features of earthquake 
disaster. These micro rescue robots which have a simple locomotion mechanism and IR sensor module or CCD 
camera have been developed to identif' survivor position under collapsed buildings. The basic experiments of 
automatic navigation and remote control navigation to the human are carried out with simple on-off motor 
switching. The simple design layout results is not only light weight robots but also allowing employment of a 
large number of robots 
1．諸論 
近年，阪神・淡路大震災での兵庫県南部地震や新潟県中
越地震，スマトラ島沖地震などの大型地震が相次ぎ，地震
災害に対する懸念が強まっている，大型地震によって発生
する大規模災害では被害者の迅速な救助が常に求められ
ており，迅速な救助は 2次災害発生時の被害を最小限に抑
えることができる．しかし，災害地での救助作業は，多く
の危険が伴い救助している側が 2 次災害に遭遇する危険
が高い‘また,東海地震に代表される大規模・大災害では
被災者数が膨大でありまた被災規模が広域にわたるため
人的救助には限界があり,大型救助機械等も被災者の近辺
にたどり着くまでに時間がかかるため迅速な救助は非常
に困難であるという問題点がある． 
地震発生時に生じる被害の大半は，建物の倒壊による生
き埋めである.静岡県の分析によると，東海地震発生時に
は,県内で約 3万人の生き埋めの被災者が発生すると報告
されている．このような生き埋め状態では「72 時間」が
ひとつの壁と目されており，72 時間以内に救助できるか
否かで被災者の生存率が大きく変わってくる.新潟県中越
地震での土砂崩れで生き埋めになった家族の救助には 92 
時間を要しているおり,レスキュー隊への救助要請があっ
た時点で既に 72 時間が経過していた．発見，救助要請が
もっと早ければ家族全員が助かった可能性もあるという． 
地震による間接的被害として津波被害も考えられる．前
述のスマトラ島沖地震の被災者の 9 割が津波によるもの
である．津波による被災者は，押し寄せた波の衝撃により  
気絶し,気絶したまま流されて海上で溺死してしまう場合
が多い．このような場合,早期に発見すれば助かるケース
も多い．しかし，海上での津波被災者の救助活動は救助船
からの目視による被災者の探索が通常だが，津波被害の直
後は津波による漂流物により小型船舶の海岸付近への接
近，侵入が困難であり,また多数の浮遊物が発生するため
目視による探索では被災者の発見，判別が非常に困難であ
るため救助活動が難航する．近年日本で発生した地震によ
る津波で被害を伴ったものは 2003年の十勝沖地震（被災
者 2 人）であり,他にも複数地震によって津波が発生して
いる．東海地震でも，高い確率で津波が発生することが予
測されており，津波による被災者が発生すると予測されて
いる‘ 
これらの大規模災害においては，迅速な被災者探索活動
が最も重要であると考えられ，近年は大規模災害時におけ
る迅速な被害者救助方法が各地で考案され，実用化されて
いる．そのひとつとして現在おこなわれているのが救助犬
をもちいた被災者探索活動である．救助犬は特別な訓練を
通過し，災害時,被災者の位置をすばやく探知することが
できる．しかしながら救助犬は特別な訓練を課するため地
域配備の頭数が少ない，訓練・育成に時間がかかる，疲労・
集中力などから長時間の探索に向かないなど様々な問題
がある‘平成 13年 10月末現在，静岡県で登録されている
救助犬は 24 頭であり，県内全域をカバーするにはあまり
にも頭数が少ない．そして例え人間でないとはいえ 2 次災
害に遭遇する確率が高く，非常に危険である．そこで救助 
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犬にかわり，ロボットによる被災者救助，探索支援が考案
され，各地の大学,企業など多くの研究機関でレスキュー 
ロボットの研究，開発が進められている．実際，2001 年
ニューョークで起きた「同時多発テロ」での貿易センター 
ビル倒壊現場において,開発中であったレスキューロボッ
トを投入し，被災者を発見した事例も存在する．(1) 
レスキューロボットはその所持機能により，主に「探索」 
と「救助」の 2つに区分，特化される‘救助用レスキュー 
ロボットは東京消防庁の「ロボキュー」や株式会社テムザ
ックの「1-52 援竜」など，災害現場において倒壊家屋や
瓦磯を撤去し，被災者救助のための空間を作成することを
目的とするロボットである．しかしながらこれらは瓦磯撤
去のための大きな力が必要となり，必然的に機体が大型化
し，開発コストが膨大化する．また機体が大きいため，運
搬が非常に困難であり,大規模広範囲災害，東海地震のよ
うな災害現場では，被災地にたどり着くのも困難であると
考えられる．索用レスキューロボットは東京工業大学広
瀬・米田研究室の開発した「蒼龍」やロボット探索救助支
援センター（CRASAR) の開発した探査ロボットなど，災害現
場などの不整地の走行を可能とし,搭載された様々なセン
サやカメラを用いて被災者を探索することを目的とした
ロボットである.先に述べたとおり，ロボット探索救助支
援センター（CRASAR）の開発した探査ロボットは実際に貿
易センタービル倒壊現場において搭載されたカメラで被
災者を発見した実績を持つーしかしながらこれらの機体は
開発が進むほど機体構造が複雑化し，開発コストが膨大化
するため,大量生産が困難であり,必然的に1機の探索範
囲が広がってしまい広範囲をカバーすることが不可能と
なってしまう， 
以上のようにさまざまなレスキューロボットのプロト
タイプが研究・開発されているが，多くの研究成果が大都
市・大規模・大災害を想定しており，東海地震のように広
域に被災地が分散するようなケースが発生した場合に，実
際にそれらのロボットが出動,活躍するといったシナリオ
の実現は困難であることが考えられる．また上記のロボッ
トはすべて陸上での救助・探査活動を目的としており，津
波被災者を救助・探査するようなロボットを研究している
機関は少ない，そこで本研究では，我が静岡県で発生が予
想されている，東海地震の特色を分析した上で，その特色
にあわせたロボットレスキュー活動の提案・開発をおこな
うことを研究目的としている． 
2．東海地震に備えたレスキューロボット 
2. 1 東海地震の特徴（2)- (5) 
日本列島付近では 4つのプレートが相互に接し，それら
の境界で日本海溝,相模トラフ,南海トラフが形成されて
いる．太平洋プレートは毎年西に約 10 cm, フィリピン海
プレートは毎年北西に 3-5 cm程度の速さでそれぞれ動き， 
日本列島の下に潜り込んでおり，これにユーラシアプレー 
トなどの大陸側のプレートの端が弓はずりこまれ，歪みの
エネルギーが徐々に蓄積されている．この歪みが限界に達
し,元に戻ろうとするときに破壊が起こり,巨大なエネル
ギーが放出され巨大地震が発生する．こうした海溝型の巨
大地震は歴史的にもかなり規則正しく一定の間隔で発生
しており,その前兆から発生のメカニズムまでも研究され
ている． 
駿河湾から九州にかけての太平洋沿岸地域では 100 年
から 150 年周期で南海トラフでの海溝型地震がほぼ同じ
場所，同じ規模で発生している．駿河湾から御前崎付近， 
いわゆる遠州地域は過去 1854 年に発生した安政東海地震 
（マグニチュード 8. 4）以来大型地震が発生しておらず， 
地震活動の空白域と呼ばれプレート境界での歪みが臨界
状態まで蓄積している可能性が高く，いつ巨大地震が発生
してもおかしくないと想定されている．これが東海地震で
ある， 
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図1 東海地震の想定震源域 
東海地震が発生した場合，震度 5以上の揺れが愛知県～ 
神奈川県周辺まで発生し,震源部静岡県では全県で震度6 
弱以上，最大震度 7強の揺れが発生すると予測されている． 
図 1 に示すように想定震源域である駿河湾および駿河湾
トラフの大半は海であり，地震が起こった場合，大規模な
津波被害も予測されている．最大津波高さは10数m程度， 
遠州灘で 3'-7m 程度，伊豆半島南部で 5m程度,伊豆半島
東部で 3. 4m 程度と予測され，発生した津波は紀伊半島～ 
房総半島にまで達し，津波での浸水被害は最大で 38k i?以
上と予測されている．しかしながら静岡県域海岸線では防
波堤や水門など既に 9 割以上の区域で津波対策が実施さ
れている．このため津波による被害者はスマトラ島沖地震
等に比べると少なくなると思われる．ただ震源周辺域では
地震発生から津波到達までの時間間隔がほとんど無いた
め手動水門の閉鎖をする時間が無いことや，地盤の液状化
によって防波堤としての機能を失う地域などが一部存在 
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するなど，早急な対策が必要となる部分も残されている， 
また夏場の海水浴シーズンなど，海岸域に人が集まりやす
い期間に津波が発生した場合，想定被害者数は数倍に増え
ると予測されている． 
東海地方は歴史的に地盤が弱い箇所が各所に多数存在
しており，マグニチュード 8 以上の地震が発生した場合， 
静岡県内で最大 1000k 肩の範囲が液状化，建物倒壊数は 
13 万棟以上，要救助者数は 2 万 8 千人以上と予測され， 
これに対する推計被害総額は 26 兆円と予測されている． 
また静岡県内には富士川河口断層帯という断層が存在す
る．この断層帯は富士川河口から富士山南西山麗にかけて 
ほぼ南北に延びる約 20km の断層帯であり,南方の駿河湾 
中のプレート境界断層に続いていると考えられている一東
海地震はこのプレート境界により発生するため，地震が発 
生した場合，この富士川河口断層帯も同時に地殻変動を起 
こす可能性が極めて高いとされ，この時の断層変位量は最
低 7m以上と予測されている．この規模の地殻変動が発生 
した場合,東西の流通陸路が寸断され，物流が停止し大規 
模な経済的混乱の発生が懸念されている．これらの復旧に
は,緊急輸送用に限った場合でも1週間以上の期間が必要 
とされ，完全に復旧するまでには最短でも半年以上の期間 
が必要とされている．交通のみならず，電力，水道といっ
たライフラインの復旧についても最低 1 ケ月以上の期間 
を要すると予測されており，これら被害による避難民の数
は最大 119 万人，1ケ月後でも 56 万人が避難所での生活
を余儀なくされると予測されている． 
2. 2 袋井市で予想される被災状況 
静岡県全体で見た，本学の位置する袋井市の被害規模を
比較する．地震による被害は,発生する地震の大きさだけ 
でなく,その地域の地盤の特性に大きく影響を受ける．震 
源地の地盤は主に第1種地盤，第 2種地盤，第 3種地盤の 
3つに分けられる．表1のように袋井市は第 2 種及び第 3 
種地盤が静岡県全体から比べ多いことがわかる．特に地震
に弱い第3種地盤が県全体では 2％であるのに対し，新袋
井市に当たる 2 市町の平均では 26. 6％と 1/4 以上が軟弱
地盤であるーこれらのデータは想定震度に反映されている， 
推定震度を表2に示す．県全体では震度6弱以内と想定さ
れている地域が八割程度に対し，袋井市では 6強以上と想 
定されている地域が八割程度であり,深刻な事態が予想さ 
れる．図2に示す袋井市による推定震度分布図によると袋
井駅北西部の地域で特に大きな被害が予想されている．昭 
和 19年 12月 7 日に起きた東南海地震では,県内では袋井
市の被害が死者 122 人と一番大きく，その理由は,地盤に
あったと考えられる，粘土質の地盤であるため,揺れが大
きく,そのため家屋の倒壊などによる被害が大きかった． 
表 1 静岡県内の地盤状況 
面積 第1種地盤 第2種地盤 第3種地盤 
静岡県 7713.9ktT 63.1 34.9 2.0 
旧袋井市 80. 12k吋 2.9 70.4 26.7 
旧浅羽町 28.46km 0 73.5 26.5 
総面積 108.S8krrf 旧2市町平均 1.45 71.95 26.6 
3種区分地盤種（面積率：幻 
第1種地盤：良好な洪積地盤及び岩盤 
第2種地盤：第1種・第3種に属さない洪積・沖積地盤 
第3種地盤‘沖積地盤のうち軟弱地盤 
表2 静岡県内で想定される地震被害規模 
震度 5強 6弱 6強 7 
静岡県 5.0 74.4 18.9 1.7 
旧袋井市 0 20.7 55.8 23.5 
旧浅羽町 0 24.1 43.9 32.0 
旧2市町平均 0 22.4 49.95 27.75 
図 2 袋井市の予想される地震分布（5) 
また，地盤の問題点としては，液状化現象があり,記憶
に新しい,阪神・淡路大震災，鳥取県西部地震，芸予地震
でも液状化が大きく報道されている，液状化現象がクロー 
ズアップされたのは，昭和 39年（1964年）に発生した新
潟地震である．それまで建物を支える地盤として信頼され
ていた厚い砂層が,一瞬にして軟化したために,新潟では
多くの建物や橋が沈下または倒壊してしまった， 
液状化現象とは,地盤の中には土の粒子が重なり合って
おり，この土粒子はかみあっていて，地下水位以下の地盤
ではそのすきまの中に地下水がある状態となっている．と
ころが，地震によって左右に揺すられると，土粒子のかみ
合わせがじょじょにはずれてゆき，ついには土粒子がばら 
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ばらになり，地下水の中に浮いたような状態になることを
し、 う 
液状化による被害は，主に次の 2つに分類される． 
(1）地盤の支持力が低下することにより発生する建物等
の沈下や傾斜 
(2）噴砂（水と砂が地中から噴き上げてくる現象）などに
よる被害 
最も液状化する可能性のある地盤は，砂地盤であり，し
かもゆるい砂地盤で，さらに地下水が地表面付近の浅い深
さに存在しているような地盤である．逆に砂地盤であって
も，地下水に浸されていない砂地盤では液状化が起こりに
くいとされている．袋井市では 7割程度が危険度小から大
であり,袋井駅周辺や河川沿いが特に液状化の危険度が高
いことが報告されている．袋井市に関する災害予想のデー 
タは，県内の他の地域と比べて極めて大きく，地震発生時
には大きな被害が予想される． 
2. 3 レスキューロボットの研究とその問題点 
緒論でも述べたように，現在各地で研究，開発の行われ
ているレスキューロボットは，その所持機能や目的によっ
て 2つに大別することができる． 
1つはマニピュレータなどで被災地の瓦磯や倒壊物を
取り除いて救助空間を作り出し，実際に被災者を救助，運
搬する救助型レスキューロボット，そしてもう1つはセン
サやカメラなどで被災地での被災者探索作業を主目的と
する探索型レスキューロボットである‘前者はその目的か
ら倒壊物を取り除くための力と 2 次災害の発生を防ぐ器
用さが求められる.特に大きな力を発生させるためにロボ
ット自体が大きくなる傾向があり，その分開発コストが膨
大となる．また世界貿易センタービル倒壊現場のように， 
被災者の近辺まで容易に運搬，接近できる状況以外にはロ
ボットの使用が困難であると思われる．またその運搬には
別途専用の機材，運搬車を用意する場合が多く，その分余
計に開発費用・期間がかかってしまう.このように救助型
レスキューロボットは運用現場が限定される傾向，かつ開
発，運用コストの問題から研究，開発している機関は極限
られる．他方，探索型レスキューロボットに求められるの
は優秀な探索能力と長時間の連続稼動である．被災地で人
間や救助犬が侵入できない空間にも侵入する必要があり， 
また長時間の連続稼動を可能とするために必然的にロボ
ット自体が小さくなる傾向にある．そして探索型レスキュ 
ーロボットは災害救助以外にも様々な応用，活動の場が存
在するため現在多くの機関で研究，開発が進められている. 
図 3にレスキューロボットの研究マップを示すーレスキュ 
ーロボットの多くは,探索という目的からセンサやカメラ
などを数種類，複数装備している物が多く,またその制御  
回路など合わせて非常に複雑な構造をしている物が多い． 
そのため単機，もしくは数機しか製作しておらず，大量に
生産しようとした場合,大変なコストと時間が必要となる． 
どんなに高性能な探索ロボットであっても，単機で実際に
探索できる範囲は数肩程度であり大規模広域災害の場合， 
被害範囲が広域でしかも被害者が膨大な数の現場では活
躍しづらいと考えられる．また高機能であればあるほどロ
ボットが高価になってしまい，ロボットが 2次災害に遭っ
たときの費用も無視できなくなってしまう．これらの事項
を踏まえ東海地震のような大規模広範囲災害において,有
効に活用できるロボットの条件を考える． 
図 3 レスキューロボットの研究マップ 
図4 本研究で想定する被災者探索活動 
2. 3 提案する東海地震に備えた小型レスキューロボット
を用いた救助活動 
本研究で提案する救助活動は広範囲,多人数の被災者を 
「高性能な数体のレスキューロボット達」ではなく，図4 
に示すように「単純，単機能の大量のレスキューロボット
群」で探索し，その位置情報を伝達し，救助隊をその場所
へ送るというものである．東海地震においてその被害規模
は静岡県のみならず,隣県の愛知県から神奈川県にまで及
び，迅速な救助を要する被災者は 2万 8 千人以上と予測さ 
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れている．また同時に起こる可能性が高いと思われる断層
隆起の影響で交通網は寸断され，運送車の被災地への侵入
も困難な状況になるであろうと推測される．このような状
況下でどうやって大量のレスキューロボット群を被災地
に投入するか．現在検討しているのは「輸送飛行機（ヘリ
コプターなど）からの空中投下」を考案している．開発中
のレスキューロボットは空中から投下しても,破壊，故障
せずに探索活動を開始することが可能な構造を開発する． 
3．レスキューロボットの設計仕様の検討 
3. 1 設計仕様の検討 
緒論で述べたとおりロボットの運搬，保守,保管やメン
テナンスが容易であること，人や救助犬が侵入できない狭
く危険な場所に投入，進入可能であること，単機で広範囲
を探索するのではなく，狭い範囲を数で補うという想定か
ら安価で大量生産しやすいシンプルな構造であること，災
害現場という過酷な状況下に置いて簡単に破壊，故障して
しまわない頑丈な構造であることというコンセプトを元
に，以下のような条件が必要であると考える． 
(1）小型 
特殊な機構を用いず標準状態で瓦磯などの下を移動する
ために,可能な限り小型化する． 
(2）安価 
現在提案されているレスキューロボットの多くは，一台辺
りのコストが数十万から数百万単位である．大量生産する
為にはこの数十から数百分の一程度，可能な限り低コスト
であることが望ましい． 
(3）自給式 
災害現場に投下するため，外部から有線でのェネルギー供
給や電源補給は困難である．その為，内蔵電源の有効的利
用や普遍的ェネルギー（太陽ェネルギー）を用いた電源補
給の方法などを用いる. 
(4）自律被災者探索 
多数のロボットを投下するためそのすべてを人間が制御
することは困難である．その為，ロボット自身が自律して
被災者を探索する機構を備える必要がある．またそれを補
うために遠隔地からロボットを制御するソフトや回路も
あわせて開発する． 
(5）破壊,衝撃に強い構造 
上空から投下する，被災地という過酷な状況，2次災害の
発生の可能性などを考慮し，それに耐えうる構造が必要と
なる． 
(6）単純,大量生産可能な構造  
広大な被災範囲が予測されるため，ロボットは短期間で大
量に数を揃える必要がある． 
これらの条件を満たすために，生産，組み立て簡単でかつ
高性能な機体を開発する必要がある．本研究では上記の条
件を満たす陸上及び海上探索用小型レスキューロボット
の設計を行う． 
3. 2 小型レスキューロボットの検討例 
3.3. 1 振動モータをもちいた跳躍式移動機構型ロボット 
本研究で設計した小型レスキューロボットの移動メカ
ニズムは「振動推進」(6) (7）である，振動推進とは移動機構
自身に振動発生源を搭載し,その振動を利用することで物
体を移動させる方法である．ロボットに用いるアクチュェ 
ータは携帯電話等に使用される肩平型マイクロ振動モー 
タを使用することにより低消費電力，低コスト,小サイズ
での振動推進機構を実現している．肩平型（コイン型）振
動モータは内部に半円形の回転子を用いて，回転子の重心
を偏らせた状態で回転させることで遠心力が発生し，振動
を得ることができる．この時発生する遠心力は回転子の回
転軸に対して垂直方向に均一に作用する，この遠心力を利
用し,常に特定の方向に力を作用させるために振動モータ
を移動面に対して一定の角度を持たせて移動体に配置す
ることにより,移動体の進行方向と逆方向で摩擦差を生じ
させることにより，移動体は特定方向に移動する．このロ
ボットの振動推進モデルを図5に示す，前進時は遠心力が
移動体の垂直成分上向きに作用することで移動体の垂直
効力が減少する．つまり移動体が移動面から受ける摩擦力
が軽減され，移動速度が上昇する．逆に後退時は，遠心力
が垂直成分下向きに作用するため，移動体の垂直効力が増
加する．その結果摩擦力が増加し移動体の移動性能が低下
する．振動モータが 1回転する毎に前進後退の動作をする
と仮定すると，移動体に作用する摩擦力は前進時＜後退時
であることから，移動体の変位量は前進時＞後進時となる． 
この時の変位差が移動体のスタートからの走行距離に相
当するーまた振動モータを横方向に並列に配置し，それぞ
れのモータを逆回転で駆動させることにより進行方向に
対して垂直横方向に働く力を打ち消しあっている．そして
左右片方のモータを停止させることにより旋回運動が可
能としている．右旋回の場合は進行方向右側のモータを停
止，左側のモータを駆動させ続けることで右方向に旋回す
ることができる一逆の場合も同様である．また振動モータ
の振幅を板ばねにより増幅させることにより，移動体の移
動速度を向上させている，外郭は立方体フレーム構造にな
っており，左右を除いた 4 面どの体勢で設置しても常に駆
動可能な設計となっている．図6に実際に作成したロボッ
トの外観を示す．また,図7はロボットを構成する基本的
な部品を示し,十数個の部品から構成さえる単純な構造で
あることがわかる． 
Fsin 9 
産 
競鶏 
Fcos6 
多 
(a）前進時 	 （b）前進時 
F 】振動モータの遠心カ 
FsinO 】振動モータの移動方向に対して垂直方向の分力 
Fcos 0 】振動モータの移動方向に対して水平方向の分力 
"N 】移動体にかかる摩擦力 
Mg 】移動体にかかる重力 
図5 振動推進モデル 
(aは上レスキューロボットの外観 （b）カメラを搭載した水上レスキューロボット 
図8 水上レスキューロボット 
議篇響「 
舞 
与孟こ軸鷲麟・i」「「 
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させ，外郭の球体フレームを回転させている．駆動前の状
態では，錘（重心）は接地面に対して垂直方向に存在する． 
これを進行方向に対して平行な位置に移動させると，錘に
働く重力によって重りは再び元の位置に戻る．この時，外
側の球体フレームが回転し，球体フレームと水面の抵抗に
よってロボットは移動する，この方式は消費電力を抑え， 
長時間駆動が可能となり，また移動機構の作用不能な状態
に陥りにくいという特徴がある．また錘を進行方向に対し
て左右方向にずらすことにより，左右方向への旋廻を可能
としている。外郭は球体フレームを採用することにより, 
常に一定の状態で着水し，移動の無方向性を実現している， 
図6 作成したロボットの外観 
図7 ロボットを構成する基本部品 
3. 3.2 無方向性の特徴を持つ水上レスキューロボット
小型レスキューロボットのコンセプトに加え，水上探索
を行う場合，前述の通り海上には漂流物が多数存在する． 
このため一般的なスクリューやポンプなどによる推進機
構では,漂流物を巻き込んでしまう可能性があり，動作に
支障を来たす恐れが高い．そこで外部に露出しない駆動機
構を備える必要がある．本研究で設計した水上小型レスキ
ューロボットの移動メカニズムは「偏心推進」である．偏
心推進とは移動機構の重心を一定の位置に偏心させ，重力
によって元の位置に戻ろうとする力を利用することで物
体を移動させる方法である． 
本研究では，球体フレーム内部の重りを一定の方向にア
クチュェータによって移動させることにより，重心を移動  
3. 3. 3 小型ロボットをもちいた探索例（8) 
本研究で提案する小型レスキューロボットは，図4で示
した被災者探索のシナリオに基づき，大量の小型ロボット
が瓦磯の下に生き埋めになった被災者を探索する事が要
求される．本研究では，基礎実験として，離れた位置にい
る人を，自動でロボットが探索をおこなう機構を開発・検
証する． 
細 
(a）自律探索実験 	 (b〕遠隔操作探索実験 
図9 小型ロボットを用いた被災者探索方法 
(1） 自律探索による検索方法の検討 
ロボットに搭載する自律駆動用の回路を設計する．開発
するレスキューロボットは被災者探索が主目的であり，そ
のために人間を検知するセンサ系を搭載する回路を設計
するのが最終目的である，本研究では人体感知センサとし
て焦電型MPモーションセンサ NaPiOn（松下電工）を使用
する．このセンサは周囲と検知対象との温度差によって生
じる赤外線の変化を感知する．特に人間の体温に合わせて
検出範囲が設計されているため，人体を感知するのに適し 
赤外線をもちいたモーションセンサー 
』  
× 	 ー豆ュ“ ノ 
図10 小型ロボットの自律誘導の手順 
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ている．センサの最大有効距離は 5 [m］である．図10に
示すようにロボットの回路には MPモーションセンサを左
右それぞれに1つずつ用いており，センサが周囲との温度
差を感知した場合， トランジスタに流れる Base~E血tta 
間電流が遮断され，そちら側の振動モータが停止し,旋回
動作を行い人体に向かっていくように回路設計されてい
る．図11にロボット制御のモデル図を示す．この回路は
両センサが赤外線の変化を感知した場合では，双方の振動
モータに電流が流れないためロボットは停止状態のまま
である. 
図11 小型ロボットの自律誘導の手順 
(2）遠隔操作方法に関する検討 
自律型ロボットの動作を補うため，遠隔操作型ロボット
の設計・開発を合わせておこなった．遠隔操作システムは
図12に示すように，ロボットの前方にワイヤレス式の小
型CCDカメラを搭載し,遠隔地から被災地の様子を確認  
しながらロボットを目標の位置まで誘導させることがで
きる. 実験では,ロボットと床面間での摩擦力を低下させ
移動性能を向上させるために，ブラシを底面に装着してい
る． 
(a) 遠隔操作用レスキューロボット 	 化）遠隔操作探索実験 
図12 小型ロボットの遠隔操作 
(3）探索実験の結果 
探索実験ではロボットを被災者から縦横の直線距離で 
1[m], 3[m], 5[m］の位置に配置し 8 回ずつ探索実験を行な
った．またセンサの最大有効距離よりも離れた位置からの
探索として，6[m], 7[m］の位置から，始めから被災者の方
へ進ませたものと,被災者と水平方向へ進ませたものを， 
2回ずつ行なった．センサの範囲内である 1[m], 3[m］では 
100％探索に成功した．しかし，最大有効距離の 5 [m］では
約90％に下がってしまった，被災者探索の軌跡をセンサの
有効範囲を超える 6 [mL 7 [m］では，進行方向側に被災者
を向けたロボットは,途中からセンサの有効範囲内に入り
辿り着くことが出来た．センサ側を被災者に向けたロボッ
トは，センサが被災者に反応せずそのまま離れていってし
まった.基本的にロボットは発進直後に右往左往しながら
も正面に進んで行き，センサに被災者を捕らえるとその方
向へ旋回し被災者のほうへ進んだ．図13に，5 Em］の位置
でおこなった探索実験の概要と，ロボットの誘導軌跡を示
す‘ 
目．．直 	 人間【恒員，, 	 嚇 人． 奪 ス，ート 
ロボットの人，，の’亀回 
同実験条件 	 回探素時の口ボットの誘導軌跡 
図13 探索実験の結果（自律誘導） 
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同探素実験の初期状態 	 (b】探素実験の結果（移勘軌跡） 
図14 探索実験の結果（遠隔操作） 
次に, 遠隔地操作に関して瓦磯の内部探索と，水上での
目標物探索の実験をおこなった．図14に水上での探索実
験の結果を示す．ワイヤレスカメラの映像の受信に関して
は，陸上では映像送受信にまったく問題の無い距離でも， 
水上では映像がコマ落ちしたり，途切れる状況が頻繁に発
生したりした‘特に，カメラが水中に浸ってしまうと，映
像はその瞬間数秒から数分間受信が停止してしまうこと
もあった，しかし，映像が受信できていれば，その映像を
モニタリングして操作を行うことは可能であった．ただ， 
操作は可能ではあるものの, 水上に浮かぶ目標をカメラに
捕らえるのは至難の業であった．水上の場合, 目標が一定
位置に固定していることが無いため，またロボットが動く
たびに波が発生し，その影響で目標が移動してしまうため
である．今回の実験では, 水上に浮く軽い物を目標にした
ためこのような事態になったが, もっと重い物，人のよう
な大きく流されにくい物であればカメラによる操作も有
効であると考えられる， 
3．結論と今後の課題 
大学の位置する袋井市の地震発生時の被害状況につい
て調査をおこなったところ，東海地震の発生が予想される
静岡県内の中でも特に大きな被害が予想されている地域
であることがわかったー我々の研究課題としては，広域型
の地震災害に対応したレスキューロボットのコンセプト
を提案し基礎実験をおこない，有効性と問題点を確認した， 
今後は，より実用的なレスキューロボットの開発に向けて， 
走行性能の改良や，複数のレスキューロボットや防災シス
テムの連携など，さまざまな課題が考える，そのために，県
内の関係箇所と連携して研究をすすめていく予定である一 
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